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中国地方の 
地域構造と政策的対応 

２０１５０９０４ 

西村雄郎 

1-1 地域社会とは？ 

地域＝「人々の物理的生活空間」(Space) 

 →人間は大地に居をかまえ、地表を生活空間として、他人と何ら
かの関係をもって日常生活を営んでいる 

              ↓ 

「地域社会」＝人と人が関係を結んで日常生活を営んでいる「場所」        

                     （Place) 
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1-2 地域社会分析の視点 

①「場所」の視点：人間は地表にさまざまな意味を付与して生活を
営んでいる。地域社会は人間が活動する場所（place)となっている。
人びとが地表に占める絶対空間は､人間の生活行為の積み重ね
のなかで意味空間として立ち現れる。 

 

②構造論的視点(図２、図３)： 

特定の地域社会をとりまく外部社会とどのような関係性を持ってい
るのか 

 

③「歴史(時間）」の視点：地域社会は大地の自然地理的特徴と密
接な関係を有するものであっても、人間の絶えざる社会生活のな
かで歴史的に生み出した､まさに社会的、文化的産物なのである。 
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2-1日本社会の「中心ー周辺」構造 
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＜世界社会＞

中核

＜日本社会＞

半周辺工業地域
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周辺地域 半周辺地域
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図３　日本社会の「中心-半周辺-周辺」構造概念図
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表2　都道府県別地域格差クラスター特性

クラスター 1 2 3 4 5 6
中心 準中心 半周辺工業 周辺工業 周辺農工業 周辺農業
東京 神奈川,愛知,大

阪
宮城,茨城、栃木、群馬、
埼玉、千葉、富山、静岡、
三重、京都、兵庫、岡山、
広島、山口、香川、福岡

福島、新潟、石川、
福井、山梨、長野、
岐阜、滋賀、奈良、
和歌山、愛媛、大分

北海道、青森、岩
手、山形、徳島、
佐賀、熊本、宮
崎、鹿児島、沖縄

秋田、鳥取、島根、
高知、長崎

1 2005年財政投資受益・負担率(%) 52.9 87.4 156.6 211.5 286.0 362.6
2 2005年一人当たり県民所得(万円） 454.0 332.6 295.8 277.2 240.8 231.8

3 2005年 人 口(万人） 1287 839 312 150 171 92
4 2000～2005年の人口増減率（％） 4.20 2.23 0.17 -0.90 -1.17 -2.38
5 2005年　65歳以上人口率(%) 18.3 17.5 20.6 22.3 22.9 25.5

6 2005年就業者人口(万人） 591.6 399.2 151.2 74.7 81.8 45.5
7 2000年～2005年就業者人口増減率 0.961 0.993 0.983 0.970 0.963 0.950
8 2005年第１次産業就業者率(%) 0.4 1.4 5.0 7.1 10.9 10.8
9 2005年第２次産業就業者率(%) 18.7 28.1 28.4 29.4 22.9 23.3

10 2005年第３次産業就業者率(%) 77.4 68.0 65.1 62.5 65.2 65.0
11 2005年　完全失業率(%) 5.6 6.2 5.6 5.4 7.0 6.1
12 2008年高卒者県外就職率(%) 6.8 13.8 19.5 20.6 26.7 25.7
13 2009年東京を100とした賃金指数(男） 100.0 85.4 76.9 74.1 66.8 67.5

14 2004事業所数(所） 701,877 364,745 134,867 76,442 80,990 47,842
15 1999-2004年事業所増減率 0.984 0.946 0.955 0.947 0.951 0.938
16 2004年第２次産業事業所率(%) 15.4 19.0 19.8 21.4 15.9 16.8
17 2004年第３次産業事業所率(%) 84.6 80.9 79.9 78.2 83.3 82.6
18 2004年従業者１～４人の事業所率(%) 57.0 58.4 61.4 64.1 63.6 64.4
19 2004年従業者100人以上の事業所率(%) 1.5 1.2 0.9 0.8 0.7 0.6
20 2006年企業グループ親会社数(所） 4856 1307 308 177 170 96

21 2005年工場総数 382,831 589,818 216,718 122,517 82,397 49,082
22 2000-2005年工場増減率 0.708 0.806 0.827 0.819 0.834 0.811

23 2008年　就業者１人当たり農業生産額(万円） 165.2 227.8 215.9 185.9 358.0 207.1
24 2008年１人当たり製造品出荷額等(万円） 2812.3 4482.8 4471.7 3835.0 2778.5 2510.3
25 2008年１人当たり商業年間商品販売額(万円） 11576.2 5488.7 3540.3 2847.3 2808.3 2537.1

資料 1.内閣府経済社会研究所「県民経済計算統計」 14～20.総務省　各年『事業所･企業統計』

2.総務省『2005年地方財政統計年報』 21～22 24.経済産業省　各年『工業統計』

3～11．各年『国勢調査結果報告』 24.農林水産省『農業生産所得統計』

12文部科学省『学校基本調査』 25経済産業省『商業統計』

13.厚生労働省『賃金構造基本調査』
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3．中国地方5県の地域構造 

  

 ①中国地方5県は、各県ごとに中核的な都市サービス機能を持つ県庁所在都市(1クラス

ター）を中心に、半周辺地域として戦前期からの地域拠点都市と工業都市が位置づき、こ
の周辺を地場産業都市、工農業混在地域、農工業地域、衰退地域が占めているという構
図で見ることができる。 
 しかし、表5各県別市町村クラスター分布のように、各県単位のクラスター構成は異なっ
ており、各県がかかえる地域問題の状況は異なっている。 
 

 ②周辺農業地域に位置づけられた鳥取県、島根県の市町村クラスター分布をみると人口
減少率が10％、高齢化率が30％以上の人口減少高齢化地域（クラスター5～７）が全市町
村の7割を超えている。とりわけ島根県の状況は厳しく、半数近くの市町村が衰退地域（ク
ラスター７）となっている。2000年から2005年までの間に鳥取県（2005年人口60.7万人、高
齢化率24.1％＝以下同順）の人口は1.0％、島根県（74.2万人、27.1％）の人口は2.5％減
少しており、人口増加がみられたのは鳥取県の鳥取市、米子市あわせて約1.5万人、島根
県では松江市、出雲市あわせて約4.8千人にとどまっている。 
 

   

 ③半周辺工業地域に位置づけられる山口県(149.3万人、25.0％）の人口も過去5年間で
1％の人口減少をみせ、クラスター5～７に分類される市町村が半数を超えている。また、周

南市、宇部市などの重化学工業都市の人口減少もすすんでおり、人口増加がみられるの
は山口市、下松市であわせて約1.4万人にとどまっている。 
  
 ④これに対して岡山県(195.7万人、22.4％）の人口は1970年以降一貫して増加している。
しかし、人口減少高齢化地域（クラスター5～７）は4割をこえ、これに高齢化の程度がやや
低いクラスター4を含めると7割の地域が人口減少、高齢化地域となっている。この一方、都

市的サービス機能の高い岡山市、重化学工業都市である倉敷市の人口増加数はあわせて
約8万人と高く、この隣接する2都市が岡山県の中心都市として機能している。 
  
 ⑤広島県（287.7万人、20.9％）は、2000年まで人口増加が続いたが、ここ5年間で0.1％の
人口減少がみられる。今回の分析では広島市の行政区を市町村と同じ1つの分析単位とし
たこともあって、人口減少高齢化地域に分類される市町は全体の3割にとどまっている。中

国地方の中枢都市である広島市の都市的サービス機能集積度は高く、広島市の人口増加
数は約6万人、広島市に隣接する東広島市、廿日市市や広島県東部の中心である福山市

の人口も増加している。この一方、瀬戸内海沿岸に位置する呉市、尾道市、三原市といった
鉄鋼、造船業を主たる産業としている都市や中国山地中山間地域で人口減少がすすみ、こ
れらの地域の高齢化率は25％を超えている。 

 この県レベルのクラスター構成の違いは、各県レベルの地域政策の違いとなって現れて
いる。 
 

①例えば、周辺地域に位置し、公的資金への依存度が高い島根県は、出雲市、松江市、
安来市、そして鳥取県米子市を結ぶ地域を人口60万人の集積がある都市圏域と位置づ
け、この圏域の機能を拡大することによって地域経済=民間需要の拡大を図ろうとしている。  

 このなかで出雲市は、大手電子部品、情報機器などの集積の一層の高度化を図ること
が期待され、それにみあった都市生活基盤や産業基盤整備投資が行われている（島根県
2008:36）。これに対して、浜田市に対する投資は、地域経済維持を目的とした大学、水族

館、刑務所などの公共施設設置という従来型の公共投資にとどまっている。ここにみられ
るのは、「中心-周辺」構造の中に島根県を繰り込むために企業誘致をはかることで出雲

地域の「中心性」を強化するという構図である。公共投資の削減がすすむなかで浜田市、
出雲市の地域間格差は島根県の予測においても一層拡大することが示されている。 
 

②半周辺地域に位置づけられる広島県の対応は、大学移転をともなうテクノポリスの形成
という形でよりダイナミックにおこなわれている。そこにみられるのは中国地方の中核都市
である広島市を核として、旧来型の重化学工業都市に加え、新たな技術開発、生産拠点
都市をテクノポリスとして形成することによって、半周辺地域としての位置を維持しようとす
る戦略といえる。しかし、重化学工業都市における地域社会の衰退や、中山間地域や瀬
戸内海島嶼部の人口減少といった問題は残されたままである。 
 
   

４．島根県、広島県の政策対応 
  ここにみられるのは、企業誘致を図るために地域社会の再編を図る、企業誘致優
先型の地域開発といえる。そこには新たな企業を誘致することで、時代に対応した新た
な産業集積を図ろうとする地域づくりの戦略をみることができる。しかし、企業活動のグ
ローバル化と企業内国際分業がすすむ中で事業所の再配置は地方都市の思惑を超
える早いスピードで展開しており、地方都市は新たな地域戦略の構築を求められてい
るのである。 


